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第 2 章　「男性の iPS 細胞から卵子作製」の新技術と「男性間の実子」の実現性
　　　──生命倫理上の問題の存否と，日本が採るべき法的対応──



































































　それでも筆者は，この問題を 2013 年 3 月の時点で論じておく必要性を強調
した：









は，当時雌の iPS 細胞から卵子を作製することに成功した（同前，4 頁）一方
で，〈マウスの雄の iPS 細胞から卵子を作ることは理論的には可能であるもの




に，見事に外れた。拙論公刊からわずか 1 年 9 か月の 2014 年 12 月 24 日に，
第 2 章・第 1 節で後述するとおり〈ヒトの男性 iPS 細胞から始原生殖細胞を












ては，アイルランドで 2015 年 5 月 22 日に世界で初めて国民投票により同性婚











































してから 17 年。筆者・和田は翌年の 1999
年 6 月に，直接シルヴァー教授に会い，彼のデザイナー・ベビー予言の根拠を
聴いた（2005 年の拙論，144 頁）。













1996 年にアメリカで開発された「第 1 世代」に引き続くものとして，ようや
く 2010 年に同国で開発済みの「第 2 世代」，それから 3 年かかった 2013 年の



































































































































　まず，本論文の公刊の 1 ヶ月半も前である 2015 年 3 月 5 日に，MIT Tech-











彼はやはり中国チームの論文の公刊前の 3 月 12 日にすでに Nature 誌で，批
















　さらにアメリカの Science 誌が論陣に加わった。Nature 誌上のランファイ
アーに引き続いて批判の最前線に立ったのが，やはりこの中国チームの論文掲



































































































































































































それでも（和田の同拙論の校了日 2005 年 3 月 4 日の直後であったため，同拙














































































平 成 14 年［2002 年］3 月 27 日（平 成 16 年［2004 年］12 月 28 日 全
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　さて，本拙稿の読者は，本章・第 3 節・第 4 節の〈デザイナー・ベビー禁止
国〉のリストを見ると，〈先進主要国では，事実上デザイナー・ベビーとその





























































































挙げておこう。中国の研究者グループが，4 月 18 日公刊の論文で，ヒト胚の
ゲノム編集には，まだ技術的に多々解決すべき課題があると認めたことはすで
に述べた。しかし本章・第 5 節のとおり，5 日後の 4 月 23 日には，ゲノム編
集技術で，「ミトコンドリア病の予防」が可能だとの論文が発表された。とこ
ろがさらにそのわずか 6 日後の 4 月 29 日には，日本の研究グループが，















RNA）と，その場所で DNA を切断するためのハサミ（Cas9）の 2 つの部品
を用いる。この技術を向上させるべく，相田助教らは，ガイド RNA をより自
然界に近い状態にするため，2 つに分割し，化学合成により作成した。そして，





























規制の下に行われてきた実例も挙げておこう。2014 年 11 月 26 日，京都大学





















































　京都大学のくだんの CiRA すなわち iPS 細胞研究所の所長である山中伸也
教授が，2012 年 10 月 8 日にノーベル生理学・医学賞を受賞したことは今さら
言うまでもない。上記の立法は良く言えば，日本という国の威信がかかってい
る iPS 細胞による再生医療研究が，後ろ指を指されないように，適切な法的
規制の下に行われることを目指したのであろう。国会は 2013 年 11 月 27 日と













保に関する法律（平成 15 年［2003 年］6 月 18 日　法律第 97 号）（最終改正：


















関する法律施行規則［下線は和田］（平成 15 年［2003 年］財務・文部科学・
厚生労働・農林水産・経済産業・環境省令［下線は和田］第 1 号）」（最終改










































































第 2 章　「男性の iPS 細胞から卵子作製」の新技術と
「男性間の実子」の実現性
──生命倫理上の問題の存否と，日本が採るべき法的対応──
第 1 節　はじめに：研究者が「ヒト男性の iPS 細胞からの卵子作製」の実験成果を公表
──および　この論文に対する世界と日本のメディア報道の「遅れ」──
　序に述べたとおり，2013 年の拙論「iPS 細胞・卵子・精子」公刊からわず
か 1 年 9 か月の 2014 年 12 月 24 日
（112）
に，〈ヒトの男性 iPS 細胞から卵子を作製
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だろうか。しかしまさにこの 2 月 25 日の 2 週間前となる 2 月 11 日に日本は東
京都の渋谷区議会が，「同性カップルを『結婚に相当する関係』と認め，証明




する社会を推進する条例」平成 27 年 3 月 31 日　条例第 12 号，（平成 27 年 4
月 1 日施行）である
（128）
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第 3 節　日本の文部科学省による，ヒトES 細胞等からの生殖細胞の作成に関する「指針」について
──日本での「ゲイ・カップルの実子」は，現在の指針の下では不可能──
　繰り返すが，iPS 細胞などの万能細胞から作製した精子や卵子を受精させる
ことは文部科学省の指針で禁じられている。その 2010 年 5 月の指針に至る経
緯を紹介し，その後，本指針の内容を確認しておきたい。経緯については，文
部科学省　生命倫理・安全対策室「ヒト ES 細胞等からの生殖細胞の作成に関

























































される体細胞等）から樹立されたヒト ES 細胞，ヒト iPS 細胞又はヒ
ト組織幹細胞（ヒト ES 細胞等）を用いる場合は，生殖細胞を作成す
ることについての IC［インフォームド・コンセント］を書面により













































　まず，アイルランドで，2015 年 5 月 22 日に同性婚を認めるための憲法改正
をするべきかを問う国民投票が実施され，賛成が多数で世界で初めて，国民投
票で同性婚が合法化されることになったことも，周知のとおりである。有権者





































5 名，反対意見を個別に書いた判事が 4 名という僅差であった
（148）
。OBERGE-































































































































































































































スーザン・ゴロンボク（SusanGolombok）教授が 2015 年 3 月 31 日に出版し




















































































































































































る：Designing Babies: The Brave New World of Reproductive Technology,WHFreeman&

















年 3 月号，128─132 頁。
　　拙著「クローンベビーとデザイナーチャイルド──二一世紀国際社会における法・法政策・
生命倫理の二つの課題」『法学志林』第 101 号第 1 号，1─30 頁（横書き）。
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　　拙著「第 5 章　クローンベビーとデザイナーチャイルド──21 世紀国際社会における法・法
政策・生命倫理の 2 つの課題」拙編著『法と遺伝学』法政大学現代法研究所，2005 年，133─
168 頁。
　　拙著「遺伝・遺伝子情報・遺伝性疾患と法　そして　クローンベビー・デザイナーチャイル
ドへ？」『法社会学』62 号（2005 年 4 月）41─53 頁。（加藤太喜子氏による「第 6 章　遺伝子操
作」粟谷　剛・編集代表『シリーズ生命倫理学　第 11 巻　遺伝子と医療』丸善出版，2013 年，




（7）　簡便な解説として，永田好生「遺伝子切り貼り　効率良く」，日本経済新聞 2015 年 5 月 17
日朝刊 23 面「サイエンス」掲載記事を参照されたい。
（8）　拙著「iPS 細胞・卵子・精子──『同性間の実子』の限界と新たな可能性──」『法学志林』
第 110 巻第 4 号（2013 年 3 月 8 日），1─56 頁（横書き）。
（9）　以上について，詳しくは第 2 章・第 1 節の関連する注（124）を参照されたい。
（10）　和田の法学的主張は，2005 年の拙論と，2013 年の拙論から基本的に変わっていない。しか
し，本拙稿では取り扱った新たな技術の出現にもかかわらず，それを踏まえてなお 2005 年，















（14）　Remaking Eden: How Genetic Engineering and Cloning Will Transform the American 
Family（Weidenfeld&Nicolson）,1998.和訳書は，東江一紀・渡会圭子・真喜志　順子　訳
『複製されるヒト』翔泳社，1998 年。
（15）　Ibid.,pp.233─80,“virtualchild” と “thedesignerchild” に関わる 2 つの章。（前注の邦訳
書の該当章も参照。）
（16）　『NHK スペシャル　驚異の小宇宙・人体 3　遺伝子・DNA〈6〉パンドラの箱は開かれた　




公刊されている。「NHK スペシャル　驚異の小宇宙・人体 3　遺伝子　第 6 巻［VHS］」バンダ








　　より専門的には，以上 3 とおりの「ゲノム編集」技術について，Nature Medicine 21,295
（2015）は “Editorial” つまり 1 頁の社説にあたる “Germlineediting:timefordiscussion,”p.
295 で，以下のとおり CRISPER-Cas9 が他の 2 つに優越する理由をも併せて紹介している：





appealing candidates for use in germline editing. The CRISPR-Cas9 system has
eliminatedmanyofthesehurdles.
（19）　わかりやすい英語での解説としては，次注の中国チームの研究が公刊されてから，わずか
4 日 後 に 公 表 さ れ た，DavidCyranoski&SaraReardon,“Chinesescientistsgenetically
modifyhumanembryos:Rumoursofgermlinemodificationprovetrue—andlooksetto
reigniteanethicaldebate,”Nature,22April2015（電子版の「速報版」：http : //www.nature.







に掲載されている。そこでは次注の中国研究チームの論文が Nature と Science に投稿されたが
掲載を拒否されたこと，Nature の “editorialdirector” が，「この急速に進化する複合的な分野
には，簡単に割り切りすぎた編集政策を申し出られないし，申し出るべきではない」と述べた
こと，Science が Nature 誌の “researchedotiroalteam” とは独立した “newsteam” に「ゲノ
ム編集の潜在能力は社会の根本的道徳規範から観察されねばならないし，その前進はコンセン
サスを形成するプロセスを通して発展させなければならない。」と語ったことが記されている。
紙媒体の最初の 2 名の本文のオンライン版は 29April2015 付であり，上記のコラムは無い：
http : //www.nature.com/news/embryo-editing-sparks-epic-debate-1.17421
（20）　PupingLiangetal,“CRISPR/Cas9-mediatedgeneeditinginhumantripronuclearzy-
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gotes,”Protein & Cell,Publishedonline:18April2015（電 子 版）の 全 文 は：http : //link.














Better Human Beings 209（iUniverse.com 2000）, at 207─210, 271─274; Glenn Mcgee, The
PerfectBaby:ParenthoodInTheNewWorldOfCloningAndGenetics141─51（2000）,at
47─61,115─139.
（24）　本注は 2005 年の拙論の原注ではない。この引用部分が公刊された 2005 年以後の研究では，
数学の能力には遺伝的要素が関係しているという説と，さほど関係していないという説が対立
している。前説に近い研究例が，MelissaE.Libertusetal.,“Preschoolacuityoftheapprox-
imate number system correlates with school math ability,” Developmental Science 14: 6
（2011）,pp1292─1300.遺伝・遺伝子に直接の言及はないが，“numbersense” という概念に注目
する p.1292,p.1298 を参照。html 版の全文は以下で閲読できる：http : //onlinelibrary.wiley.
com/enhanced/doi/10.1111/j.1467-7687.2011.01080.x/　pdf 版 の 全 文 は：http : //onlinelibrary.
wiley.com/doi/10.1111/j.1467-7687.2011.01080.x/pdf　後説に近い研究例は，H.Sigmundsson
etal.,“EXPLORINGINDIVIDUALDIFFERENCESINCHILDREN’SMATHEMATICAL
SKILLS: A CORRELATIONAL AND DIMENSIONAL APPROACH,” Psychological Re-
ports:2013,Volume113,Issue1,pp.23─30.筆者・和田は全文を閲覧した。特に p.24 を参照。













Vol131（4）,Jul2005,pp.592─617（同著 212 頁に拠る）。その “ABSTRACT” だけは以下で閲
読可能：http : //psycnet.apa.org/psycinfo/2005-08334-006








う趣旨である。なお著者の安藤寿康は，2015 年 6 月 17─20 日に開催された国際行動遺伝学会で
ある“BehaviorGeneticsAssociation” の年次学会において，“JamesShieldsAward” という国
際賞を授与され，そのアジアにおけるふたご研究法による行動遺伝学の研究が賞賛を受けた。
（26）　［本 注 は 原 注「（40）」］See, e.g.,LeroyWalters&JulieGagePalmer,TheEthicsOf
HumanGeneTherapy,Chapters3&4（1997）;NelsonA.Wivel&LeRoyWalters,Germ-
line Gene Modification and Disease Prevention: Some Medical and Ethical Perspectives,262
SCIENCE533（1993）.後注 45 も参照。」（「後注 45」は以下のとおり：「論者のなかには〈身体
形成や能力発現には，遺伝子はわずかな役割しか果たしていないため，デザイナーチャイルド
はさしたる向上をもたらすまい〉と主張するものもいる：例として，以下を参照：JonW.














の項目による。アクセスは 2015 年 5 月 20 日。
（28）　前掲注（7），日本経済新聞 2015 年 5 月 17 日朝刊 23 面「サイエンス」。英語でも，“crisp-
er/cas” と 同 じ 発 音 で 読 ま れ て い る。「CRISPR」と は，“ClusteredRegularlyInterspaced
ShortPalindromicRepeat” の略であり，「Cas9 という DNA 切断酵素と切断させたい場所へと
Cas9 を誘導するガイド RNA を使うことで，任意の場所の DNA を切断することができる」と
いう技術である。以上の典拠は，「CiRA ニュースリリース　iPS 細胞を使った遺伝子修復に成









（31）　TALEN とは，“Transcriptionactivator-likeeffectornuclease” の略であり，「DNA に結
合する部分と DNA を切断する部分を持った人工 DNA 切断酵素」である。この酵素を利用し






（35）　前 掲 注（19）,Nature,p.594 の “PUBLISHINGPOLICY:Gene editing poses challenges 
for journals” に拠れば，研究代表者の Huang いわく，“LeadauthorJunjiuHuang［...］says
thatthepaper［...］wasrejectedbyNatureandScience, inpartbecauseofethicalobjec-
tions.”
（36）　記 事 の 副 題 は：“ScientistsaredevelopingwaystoedittheDNAoftomorrow’schil-
dren.Shouldtheystopbeforeit’stoolate?” 以下のサイトで閲覧可能：http : //www.technolo-
gyreview.com/featuredstory/535661/engineering-the-perfect-baby/
（37）　彼は大学などの研究者ではなく，企業のトップであり，肩書きは “CEOofthebiotechnol-
ogycompanySangamoBiosciences” で あ る。典 拠 は：AntonioRegalado,“IndustryBody
CallsforGene-EditingMoratorium:Gene-editingcompaniessayresearchonalteringthe
DNAofhuman reproductive cells is dangerous andunethical,”MIT Technology Review,
publishedonlineonMarch12,2015 で あ り，以 下 で 閲 覧 可 能：http : //www.technologyre-
view.com/news/535846/industry-body-calls-for-gene-editing-moratorium/　ま た，こ の 企 業
については以下の同社のウェブサイトを参照：http : //www.sangamo.com/index.html
（38）　前掲注（19）。
（39）　Edward Lanphier et al, “Don’t edit the human germ line: Heritable human genetic
modificationsposeseriousrisks,andthe therapeuticbenefitsare tenuous,warnEdward
Lanphier,FyodorUrnovandcolleagues,”Nature,Publishedonline:12March2015（電 子
版）：http : //www.nature.com/news/don-t-edit-the-human-germ-line-1.17111　紙 媒 体 で は，











ム」を提唱・主張している。同 Society のウェブサイトに掲載された版が：http : //www.isscr.
org/home/about-us/news-press-releases/2015/2015/03/19/statement-on-human-germline-ge-






haltinresearchtoworkoutsafetyandethicsissues,”online:12March2015 を 参 照（紙 媒
体 で は 出 版 さ れ て い な い；以 下 で 閲 覧 で き る：http : //www.nature.com/news/scientists-
sound-alarm-over-dna-editing-of-human-embryos-1.17110）。さらに，Nature Medicine 21,
295（2015）は “Editorial” つまり 1 頁の社説にあたるもので，“Germlineediting:timefordis-




（43）　前掲注（19）の Nature の Cyranoski&Reardon のレポートも参照。
（44）　前掲注（40）の GretchenVogel は，記事の冒頭にこうした趣旨を述べている。
（45）　訳にはやや問題がある。原名は，“NationalInstitutesofHealth” と複数である。
（46）　コリンズ博士は，2003 年までの「ヒトゲノム計画」を主導した NIH で，かつて 1990 年代













（50）　以下の本の著者でもある：Human Genetic Engineering: A Guide for Activists, Skeptics, 
and the Very Perplexed,NationBooks,2005.簡 単 な 履 歴 は，以 下 で 見 る こ と が で き る：
https : //www.psychologytoday.com/experts/pete-shanks
（51）　http : //www.biopoliticaltimes.org/article.php?id=8568
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門』知泉書館，2013 年，278 頁。JensKipper 執筆部分の中澤武の訳語に拠る（同書，373 頁










roethics）& OLLRP（The Oxford Loebel Lectures and Research Programme）” である
（http : //www.neuroethics.ox.ac.uk/our_members/gyngell に拠る）。OCN については以下を参
照：http : //www.neuroethics.ox.ac.uk/　なお，http : //www.neuroethics.ox.ac.uk/neuroeth-
ics_at_oxford にいわく：“TheOxfordCentreforNeuroethicsispartoftheOxfordUehiro


























（http : //www.salk.edu/ を参照）とカリフォリニア大学バークレー校でポスドク研究員を務めた
経 歴 に つ い て は，以 下 を 参 照：http : //www2.mrc-lmb.cam.ac.uk/lmb-welcomes-two-new-
group-leaders-rebecca-taylor-and-wanda-kukulski/　彼 女 が 超 一 流 紙 Science に “Published
online2010Dec23” で掲載されたの論文の共著者の 1 人である研究実績については以下を参照
（論文の詳細は省略する）：http : //www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC3030664/
（60）　Rebecca Taylor, “Scientist Says We Should Experiment of Unborn Babies and Edit
TheirDNAtoEradicateDiseases” がそれである。本文後掲のインデントされた部分もこの記
事からの引用である。これは LifeNews.com という以下のオンライン・ニュースサイトに掲載






















MPH” であり，後者は “MasterofPublicHealth” の略称である。






2005 年 3 月 17 日付の以下のウェブサイトに従った：http : //www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
gijyutu/gijyutu1/006/gijiroku/05061001/002_7.htm























（基本情報シリーズ⑫）』（『調査資料2012─3-b』），2013 年 3 月，52─53 頁より引用。「1999 年連













（72）　「総合科学技術・イノベーション会議」の「生命倫理専門調査会（第 80 回）」，平成 26 年
（2014 年）3 月 12 日（以下のウェブサイトに拠る：http : //www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/life/
haihu80/haihu-si80.html）の配布資料「資料 3─2　ヒト胚の作成・利用に係る指針の規定の現
状について　平成 26 年 3 月 12 日」13 頁に拠れば，以下の本文に引用する指針の該当部分は，
平成 20 年（2008 年）の 12 月 1 日の一部改正による。（この「資料 3─2」は以下のウェブサイト
で閲覧可能：http : //www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/life/haihu80/siryo3-2.pdf）
　　なお，前掲注（3）に掲げた 3 番めの拙論，146 頁で言及した「総合科学技術会議」は，平成
13 年 1 月の中央省庁再編に伴い，「重要政策に関する会議」の 1 つとして内閣府に設置された。
内閣総理大臣のリーダーシップの下，科学技術・イノベーション政策の推進のための司令塔と
して，わが国全体の科学技術を俯瞰し，総合的かつ基本的な政策の企画立案及び総合調整を行
ってきた。ただ，内閣府設置法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 31 号）の施行に伴い，
会議の名称が，本注のとおり「総合科学技術・イノベーション会議」と変更されている。この
経緯の典拠は：http : //www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/













（79）　ht t p : / / p o r t a l . u n e s c o . o r g / e n / e v . p hp -URL_ ID=1 3 1 7 7&URL_DO=DO_
PRINTPAGE&URL_SECTION=201.html　文部科学省による「仮訳」が，以下のウェブサイ









（民主化の法理＝医療の場合　51）『時の法令』1586 号（1999 年 1 月 30 日），60─70 頁。本拙論
掲載の和訳も，すべてこれに拠った。以下のウェブサイトでも見ることができる：http : //cell-



















科 学 省 に よ る「仮 訳」が，以 下 の ウ ェ ブ サ イ ト に あ る：http : //www.mext.go.jp/unes-
co/009/005/004.pdf　末尾に，「※本仮訳は今後修正される可能性があります。」［下線はママ］
と明記されている。さらにもう 1 つ仮訳がある。「ヒト遺伝データに関する国際宣言」として，
https : //www.hoku-iryo-u.ac.jp/~kotaisa/pdf/topics05.pdf に同宣言の，「松田一郎，鈴木美香
　仮訳」（13 頁）による全文和訳が掲げられている。同ウェブサイトに拠ると，「2003 年 10 月




として，全文和訳の「仮訳」が，http : //www.mext.go.jp/unesco/009/005/005.pdf に掲載されて
いる。「本仮訳は 2005 年 12 月の第 12 回ユネスコ国際生命倫理委員会（IBC）の開催に際して，
上智大学 IBC 事務局（代表：町野朔法学研究科教授）が作成したものです。」と，pdf ファイル
の 1 頁めの末尾に明記されている。また，同じく文部科学省により，「生命倫理と人権に関する



















『法学志林』113 巻第 2 号に「研究ノート」として，ウェブ注もすべて活字にして公刊が決まっ
ている。ご参照されたい。
（91）　PradeepReddy etal, “SelectiveEliminationofMitochondrialMutations in theGer-
mlinebyGenomeEditing,”Cell,Volume161,Issue3,23April2015,Pages459–469.
（92）　難病情報センター」の http : //www.nanbyou.or.jp/entry/194 による。このセンターは，








































Stem Cell Reports,Vol.4,online 版では26November2014，紙媒体では Volume4,Issue1,
p143–154,13January2015。（“SupplementalInformation” も掲載された長いヴァージョンは
以 下 で 見 ら れ る：http : //www.cell.com/stem-cell-reports/pdfExtended/S2213-6711（14）
00335-X）本論文の概要については，「京都大学　研究成果　iPS 細胞を使った遺伝子修復に成
功──デュシェンヌ型筋ジストロフィーの変異遺伝子を修復──　2014 年 11 月 27 日」も参考







題された，以下のサイトに「法律解説集（平成 19 年 4 月 1 日修正）」として掲載され，リンク
が張られている：http : //www.bch.biodic.go.jp/bch_2.html　また「［…］法律の解説」が掲載



















http : //www.jsog.or.jp/statement/index.html を参照。）翌日の NHK の地上波総合テレビのニ
ュースによる，上記の内容の解りやすい報道の全文と，その映像は以下で閲覧できる：http : //










theLab” であり，以下で閲覧できる：http : //wis-wander.weizmann.ac.il/human-primordial-
cells-created-in-the-lab#.VXNK67kw-Um
（115）　年 が 明 け た 2015 年 1 月 15 日 の 紙 媒 体 の 同 Cell 誌 で 公 刊 さ れ た：NaokoIrie,etal.,









「ヒト ES 細胞等からの生殖細胞の作成に関する指針について」2010 年 5 月，5 頁が解りやすい。
以下で閲覧できる：http : //www.lifescience.mext.go.jp/files/pdf/n603_ppt01.pdf








（123）　次注の Newsweek の記事の第 4─6 文にハンナ博士の説明がある。詳しくは，前掲注（113）
と（115）の論文を参照。
（124）　Hayley Richardson, “Biological Babies For Same-Sex Parents a Possibility After
StemCellBreakthrough,”2/25/15at6:33PM.記事の見出しは，和田による拙訳。以下で閲
覧できる：http : //europe.newsweek.com/biological-babies-same-sex-parents-possibility-





31 日に出版したばかりである：SusanGolombok,Modern Families: Parents and Children in 





する。条例案の当初の報道は，さしあたりタイミング上はもっとも早かった 2015 年 2 月 12 日
の以下のウェブサイトに拠ったので，参照されたい（「2015/02/1204:35」のタイミングで，信








































　　「NAVER まとめ（ネイバーまとめ）」とは，韓国の IT 企業ネイバーの日本法人，LINE（ラ





















和田も，うかつにも 2015 年 2 月 22 日以後の〈ゲイ・カップルの実子の可能性〉の報道に全く
気づいていなかった。ようやく同年 6 月 2 日にこれに気がつかせてくれたのは，和田が勤務先
の法政大学法学部で開講している演習（ゼミ）の 3 年生である池田亜璃珠（いけだ・ありす）





（135）　「ヒト ES 細胞，ヒト iPS 細胞及びヒト組織幹細胞からの生殖細胞の作成に関する指針の
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整備に関するパブリックコメント（意見　公募手続）の実施について（平成 21 年［2009 年］





の後 2015 年 3 月 31 日に一部改正されているが，本拙稿に関連する該当部分は改正はない。
2010 年のままである。「新旧改正対照表」を以下で閲覧できる：http : //www.lifescience.mext.
go.jp/files/pdf/n1492_02.pdf　これに拠れば，第 19 条の個人情報の保護の根拠規定を，2010 年
の同名の指針は「臨床研究に関する倫理指針（平成二十年［2008 年］厚生労働省告示第四百十










国をつぐことはないのである。」（簡便な参照のために付記すれば，2012 年 11 月 17 日［2015 年























（2014 年 3 月），99─110 頁に拠った。なお，ドイツ基本法（連邦憲法にあたる）の下での「生活
パートナーシップ法」の憲法裁判所による位置づけについて，同論文 107─110 頁，さらに同
「同（3・完）」同 誌 第 58 号（2014 年 9 月），59─76 頁 の う ち，59─60 頁 も 参 照。順 に 以 下 の




等な扱いのための議決」；和田による仮訳）。次注の “ZEITONLINE” に拠る。“Ehefüralle” は，
同性婚に賛成する市民運動による呼称でもある。次注の “ZEITONLINE” 掲載の画像，および
次注の ZDF のニュース放映を参照。
（146）　連邦参議院の同日の「第 934 回審議」の公式記録は以下のとおり：http : //www.bundes-
rat.de/DE/plenum/plenum-kompakt/15/934/934-pk.html;jsessionid=5B16FE5BD81C549CE4C1
64DFEC34A68D.2_cid382　審議と議決のより詳細な内容は，ドイツの信頼できる代表紙である

















（148）　判決の全文は pdf ファイルで，この注を執筆している日本時間 2015 年 6 月 28 日の段階で，
す で に イ ン タ ー ネ ッ ト 上 に ア ッ プ ロ ー ド さ れ て い る：http : //www.supremecourt.gov/
opinions/14pdf/14-556_3204.pdf
（149）　同前，“OpinionoftheCourt,”p.1.
（150）　以上は，前掲注（147）の pdf ファイルの最初に掲げられた，“Syllabus”p.5 の末尾参照。
（151）　まさにこの一文に対して，スカリア（Scalia）判事は，「5 票めに払われる犠牲としてさえ，
以下の文章で始まる法廷意見に私が加わるならば，紙袋に頭を隠したい。」とケネディ判事を痛
















（157）　なお LGBT の人口比についての最新の調査では，2015 年 6 月 16 日の NHK 総合テレビの
「おはよう日本」での報道に拠ると，「［2015］年 4 月，大手広告代理店が全国のおよそ 7 万人を
対象に行った調査では，［日本で］LGBT に該当する人は 13 人に 1 人」いる（http : //www.
nhk.or.jp/ohayou/marugoto/2015/06/0616.html）。「大手広告代理店」とは「電通ダイバーシテ
ィ・ラボ」であり，基のデータでは「7.6％」である（同じく NHK のサイトに拠る：http : //
www.nhk.or.jp/heart-net/themes/lgbt/）。このデータも，〈少数者の保護されるべき正当な権利
として，同性婚を認めるべき〉と和田が考える 1 つの根拠となる。旧いデータでは，電通総研
の 2012 年の調査が，日本の LGBT は 5.2％ としていた。上方修正されたことになる。「5.2％」








56 号（2013 年 9 月），53─66 頁は，原稿の日本国憲法（主として 24 条）下での同性婚の可否に
若干言及がある。例えば 59─66 頁のうち，60 頁の注「24）」と本文の該当箇所に示された渋谷














（2014 年 3 月），206─185 頁。早川眞一郎「国際的な生殖補助医療と親子関係──代理懐胎につ
いて（特集　国際化時代における家族法の課題）」『論究ジュリスト』第 2 号（2012 年 8 月），
127─135 頁。金 成恩「代理懐胎問題の現状と解決の方向性（1）（2）（3 完）──日韓の比較を
通じて」『立命館法学』順に 336 号（2011 年 8 月），400─440 頁，337 号（2011 年 10 月），231─
323 頁，341 号（2012 年 6 月），357─453 頁。医療従事者によるものとしては，日本医科大学付
属病院，主任教授，女性診療科・産科部長（所属は以下参照：http : //hosp.nms.ac.jp/staff/962.
html）の竹下俊行による「卵子提供・代理懐胎（今月の臨床　生殖医療の進歩と課題：安全性
の検証から革新的知見まで）──（生殖医療と倫理・法）」『臨床婦人科産科』68 巻 1 号（2014
年），123─128 頁。やはり医療従事者で産婦人科医だが，日本産婦人科学会の「倫理委員会」の
委員も務める（http : //202.5.79.44/activity/gijiroku20_01.html を参照）久具宏司による生命倫
理の立場からの論文「ART の抱える倫理的問題（特集　不妊症治療　現状の課題と将来への展
望）──（不妊症治療の現状と課題）」『母子保健情報』66 号（2012 年 12 月），49─55 頁。およ
び日本医師会ホームページ上の同著者の小論文「代理懐胎と倫理」『医の倫理の基礎知識』1─2
頁も参照：http : //dl.med.or.jp/dl-med/doctor/member/kiso/d26.pdf




（165）　Lesbian and Gay Parents and Their Children: Research on the Family Life Cycle





（168）　以上は，NHK の「2014 年 01 月 28 日（火）　ここに注目！　『ソチ五輪　開会式に各国
は』二村伸　解説委員」：http : //www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/300/179803.html に拠る。ほぼ
直接引用だが，和田が「です・ます」体を「だ・である」体に改めた。また，「産経ニュース」
は，同年 2 月 7 日の報道で，「アジアの近隣国・日本や中国などが出席に踏み切る一方，欧米の
主要国はロシアの同性愛宣伝禁止法や人権状況を問題視し，欠席を決めた。」と断定している。
http : //www.sankei.com/sports/news/140207/spo1402070068-n1.html を参照。
（169）　この典拠とその概要は，小泉 悠（国立国会図書館・海外立法情報課所属）「立法情報　
【ロシア】ゲイ・プロパガンダ禁止法の成立」国立国会図書館調査及び立法考査局『外国の立
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1995 年から 2015 年 6 月 26 日の連邦最高裁判決の時点まで，どの段階でどの州が同性婚を認め
たかが動態的に把握できるので至便である。特に 2014 年の 1 年間で，同性婚の合法化を行った
州の激増ぶりが視覚的に確認できる。また同上最高裁判決の直前まで，2015 年にフロリダ州と
アラバマ州（留保付き）が同性婚を認めたことも正確に記してある。同地図 “Same-SexMar-
riage, State by State” は：http : //www.pewforum.org/2015/04/21/same-sex-marriage-state-
by-state/　また同サイトは，上記の連邦最高裁判決が出る直前まで，「アメリカ連邦最高裁は，




化研究』20 号（2014 年 2 月），名古屋市立大学大学院人間文化研究科，135─158 頁のうち，主
に 142─151 頁 を 参 照（https : //ncu.repo.nii.ac.jp/index.php?active_action=repository_view_
main_item_detail&page_id=13&block_id=17&item_id=719&item_no=1 に pdf ファイルがアッ
プロードされている）。また，やや旧くなるが，鳥澤孝之「諸外国の同性パートナーシップ制
度」『レファレンス』2010 年，29─46 頁（2 頁に要旨がある）も参考になる（http : //www.ndl.
go.jp/jp/diet/publication/refer/pdf/071102.pdf）。異性婚と同様に同性婚を「婚姻」として認め
ているのが，フランス・イギリス・カナダとアメリカの 36 の州（2015 年 6 月 26 日の連邦最高
裁判決直前）。同性パートナーシップ法があり，婚姻は認めないが，婚姻とほぼ同等の法的保護
を与えているのが，ドイツ・イタリアのほぼ全土（以下の 8 つの州：トスカーナ州，ウンブリ
ア州，エ f ミリア＝ロマーニャ州，カンパニア州，マルケ州，ヴェネト州，プッリャ州，ラツ
ィオ州）。「ほぼ同等」というのは，同性カップル双方が親となる養子縁組はできない国がある
からだ。
（174）　前掲注（90）の拙稿と URL の注を参照。
（175）　2005 年の拙論，146─147 頁。「デザイナーチャイルド」を「デザイナー・ベビー」と書き
かえてある。
（176）　同前，147─148 頁参照。
